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鹿児島産業保健総合支援センターでは、四半期に１回、毎月初めに配信しているメールレターの内容など

を中心に取りまとめて、本紙により配信しています。 

５月～９月は、「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」期間です！ 

～7月は重点取組期間です～ 

 
厚生労働省では、職場における熱中症予防対策を徹底するため、令和４年５月

から９月まで「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」を展開しています。 

令和３年における職場での熱中症による死傷災害は５６１人(うち死亡者は２０

人)発生し、全体の約４割が建設業と製造業で発生しています。入職直後や夏季休

暇明けで暑熱順化が不足している事例、ＷＢＧＴ値を実測せずＷＢＧＴ基準値に応

じた必要な措置が講じられていなかった事例等も見られています。 

7月はキャンペーン期間中の重点取組期間となっています。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000116133.html 

  https://www.johas.go.jp/Portals/0/sanpocenter/webhiroba.html 
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厚生労働省は、化学物質による労働災害を

防止するため、令和４年５月３１日に労働安全衛

生規則等の一部を改正しました。 

今回の改正は、規制の対象外であった有害

な化学物質を主な対象として、国によるばく露

の上限となる基準の策定、危険性・有害性情報

の伝達の整備拡充等を前提として、事業者が、

リスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止

のための措置を適切に実施する制度を導入す

るものです。 

この改正により、今後、化学物質管理に係る

規制については、特化則等による個別具体的な

規制から自律的管理を基軸とする規制に大き

く転換していくこととなります。 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_

25984.html 

化学物質による労働災害防止のための新たな規制について 

令和４年度両立支援コーディネーター基礎研修について 

治療と仕事の両立支援相談窓口のご案内 

令和４年度の両立支援コーディネーター基礎研修について、第１回から第３回

までの日程が労働者健康安全機構ホームページで公開されています。昨年度に

引き続きオンライン形式での開催となり、計７回が予定されています。 

第１回の募集は既に終了しましたが、第２回、第３回については、令和４年７月

１９日～８月１日までが募集期間となっています。第４回以降については、日程が

決定次第、公開される予定となっています。 

https://www.johas.go.jp/ryoritsumodel/tabid/2126/Default.aspx 

 「治療と仕事の両立支援」とは、病気を抱えながらも、働く意欲・能力の

ある労働者が、仕事を理由として治療機会を逃すことなく、また、治療の

必要性を理由として仕事の継続を妨げられることなく、適切な治療を受

けながら生き生きと働き続ける社会を目指す取り組みです。 

当センターでは、両立支援促進員（社会保険労務士、産業カウンセラー

等）が治療と仕事の両立支援に関する相談・各種支援に無料で応じてい

ます。 

また、当センターのほか、県内の医療機関にご協力いただき、両立支援

に関する相談窓口を開設しています。お気軽にご相談ください！ 

https://kagoshimas.johas.go.jp/about/about_category/cat765 
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●「新年度に発生する中高年層のメンタルヘルス問題 

     ～子供の大学受験と労働者のメンタルヘルス～」 

 

産業保健相談員 赤崎 安昭（担当分野：メンタルへルス) 

 

最近は、中高一貫の私立学校が増えて、大学受験でも推薦入試など様々な形態が導入されています。少子

化、18歳人口の減少という状況ですので、何か理由があるのでしょう。 

さて、医療とは全く関係のない仕事をしている私の知人の子供さんは、中高一貫教育の学校から医学部医

学科への進学を目指しています。私は、「18歳人口が減っているわけであり、大学はどこでも入学しやすい 

んじゃないの？」と気楽に考えていましたが、全国の医学部医学科の偏差値を調べ尽くした知人の情報によ

りますと、医学部医学科のみならず、医療系大学の偏差値は高く、我々が受験した頃より「難関」になって

いるような気がしました。新型コロナウイルス感染症(COVID-19)問題などで、「医師不足」、「看護師不足」 

といった報道の影響もあるのでしょうか。いずれにしても、医療人を目指す人は多いようです。知人のお子

さんの夢は叶うのでしょうか。この原稿が掲載される頃には、合否が決定しています。 

では、労働者のメンタルヘルスに目を向けてみます。大学を受験する子供さんがいらっしゃる労働者の

方々は、COVID-19など受験生の健康管理に注意を払っていることでしょう。受験生本人は、健康管理のみな

らず、不安、緊張なども相まって、かなりのストレスを感じていることでしょう。特に共働きの労働者にと

っては、気が休まらず心身共に疲弊してしまう可能性があります。さらに，受験には受験料、県外の大学を

受験する場合は、交通費や宿泊費など経済的な問題ものしかかってきます。知人の情報によりますと、子供

さんが 2人同時に大学を受験する方もいらっしゃるそうです。県外の大学に進学するとなると、さらに経済

的負担が増えます。そのような視点を交えて「大学受験」を検証すると、労働者にとっては「（子供の）大 

学受験」は、上記のような問題が負荷されメンタルヘルス問題の温床になる可能性があります。 

精神医学的には正式な診断名ではありませんが、「5月病」といわれているメンタルヘルス問題がありま

す。これは、新入学生や新入社員のメンタルヘルス問題として注目されていますが、ひょっとすると中高年

層の労働者の中には、受験シーズンの期間中は緊張感で乗り切ってきた心身の問題や経済的な問題が契機と

なってメンタルヘルス問題が発生するかもしれません。新年度に発生する中高年層のメンタルヘルス問題に

はこのような「視点」も必要ではないでしょうか。どうか皆様に「春」が来ますように（祈）。 

 

【2022（令和 4）年 4 月 7日付けメールレター229 号掲載】 

 

 

●「化学物質の有所見について」 

 

産業保健相談員 小田原 努（担当分野：産業医学) 

 

 今年 3月に「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令案要綱」の答申がなされ、有機溶剤や特定化学物

質等の化学物質管理の取り扱いが替わることがアナウンスされました。今後、化学物質の管理は事業所の自

律管理となり、自らがおこなったリスク管理に基づき、ばく露防止措置を選択し、健康診断項目も健診を行

う医師や産業医の判断によって決まることになります。特に健康診断に関しては、来年度より直近 3回の作

業環境測定結果が管理区分 1と問題なく、直近 3回の健康診断においてその物質による所見がなく、検査項

目も異常なければ、健康診断の頻度が年 2回から 1回に緩和されることになります。 

 

産業保健相談員からのメッセージ 
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 ここで、注意したいのはこの有所見の考え方です。特殊健康診断における有所見とは、その物質のばく露

によって疑われる自覚症状や他覚症状の事であり、例えば有機溶剤業務に従事していて、腰痛だけがある場

合は有所見とはなりません。健康診断では、その物質で起こりえる検査異常や、症状があった場合、問診に

よりばく露状況や、化学物質の取り扱い頻度、局所排気装置の使用状況や、保護具の着用状況も判断材料に

して、二次検査を行うことになります。よくある間違いは、脂肪肝なのに、有機溶剤健診での肝障害を有所

見としてしまうこと等です。二次健診で、有所見の判断を行う際には、事業所の担当者から作業環境測定結

果を聞いたり、作業管理の状況も確認する必要も今後ありそうです。 

 

【2022（令和 4）年 5 月 2日付けメールレター230 号掲載】 

 

 

●「鹿児島県内の労働災害死傷者数について」 

 

産業保健相談員 前田 雅人（担当分野：産業医学) 

 

4月の鹿児島労働局の発表によると、令和 3年の鹿児島県内の労働災害による死傷者数（休業 4日以上） 

は 2256人であり、前年の 2100人から 156人増（7.4％増）であり、死者数は 22人で前年の 14人から 8人も

増えた（57.1％増）。死傷者数、死亡者数はともに過去 10年で最多であり、死亡者数に至っては、「第 13次

労働災害防止計画」(平成 30年度～令和 4年度)にて目標としていた 15人以内を超えてしまっている。また

死傷者数についても平成 29年度比 5％以上（毎年１％ずつ）減少させることが目標であったが、平成 30年 

度以降は増加傾向となっており、目標の達成が難しい状況である。この要因の一つに新型コロナ感染症があ

り、令和 3年は新型コロナウイルス感染者による死傷者数が 148人であった。労働災害の事故別にみると令

和 3年は、「転倒」が 514人（22.8％）、「墜落・転落」が 387人（17.2％）、「動作の反動・無理な動作」が

348人（15.4％）であり、年齢別にみると 60歳以上の被災者が 702人（31.1％）と最も多く、次に 50歳台

503人（22.3％）、40歳台 413人（18.3％）と年齢が高くなるほど死傷災害の発生件数が増えている。労働 

災害防止のためにこれらの情報の労働者への周知と環境整備等の対策強化が必要と考える。 

厚労省では、職場での転倒・腰痛予防対策として、「滑り」、「つまずき」、「踏み外し」、「腰痛」の予防ポ 

イントを挙げ、また動画でも紹介している。さらに、高齢者の就労状況や業務の内容等の実情に応じた、実

施可能な対策を例示している。わかりやすい内容であり、ぜひ参考にしていただきたい。 

（2022年 4月 26日鹿児島労働局定例記者会見資料 令和 4年 4月分） 

 

【2022（令和 4）年 6 月 1日付けメールレター231 号掲載】 

独立行政法人労働者健康安全機構 鹿児島産業保健総合支援センター 

〒890-0052 鹿児島市上之園町 25-1 中央ビル４階 TEL099-252-8002 FAX099-252-8003 

産業保健に関するご質問・ご相談を受け付けています！ 

鹿児島産業保健総合支援センターでは、治療と仕事の両立支援

やメンタルヘルス対策をはじめ、産業保健に関する様々なご質問・

ご相談を受け付けています。 

電話やＦＡＸ、ホームページからもお気軽にご相談ください。 

オンラインでも対応できます。 

ホームページ 


